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Ⅰ．目　　　的

特別支援学校における食指導は，「学校給食の管理
と指導　七訂版」1）によると摂食嚥下機能の発達支援
にとどまらず，食に関する一人ひとりの困難さを改善・
克服する観点を含むとされており，自立活動の時間に
設定することができる。特別支援学校での摂食嚥下機
能の発達支援は，家庭との連携で進め，家庭と学校で
解決できない問題に対して，医療・福祉の関係機関と
連携を取る，あるいは，学校で工夫できることから取
り組むこと2）とされている。しかし，関係機関との連
携の在り方や安心・安全な食環境の保障・個別指導に
対するガイドラインは，現在のところ示されていない。

ガイドラインのない中での特別支援教育における課
題は，職員間の情報共有，摂食嚥下機能の知識習得，
そして，児童生徒一人ひとりに合った指導を保障す

るためのシステムづくりである3～8）。具体的な問題は，
よく噛まない等の咀嚼，食具などの操作，食事姿勢や
介助方法にある5，7）。これらの課題は幼児期の調査に
おいても指摘され9），未解決のまま学童期まで持ち越
した問題と考えられる。

医療や栄養の領域では，歯科・栄養・リハビリテー
ションの各領域における専門的な知見が積み重ねら
れている10～21）。「発達期嚥下調整食分類2018」22）が発
表され，成人の摂食嚥下食や離乳食とは質的に異な
る食形態が摂食嚥下機能の発達支援には必要である
こと23～25）が示された。各専門領域からは，教育領域と
の連携を課題とする報告が多く26～30），教員を対象とし
た研修だけでなく，児童生徒への直接的な指導が始
められている31～33）。一方で，学校間格差や都道府県
格差34）も指摘され，各専門領域で積み上げられた知見
を教育領域で活かすには，地域や学校の実情を理解す
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る35）ことが重要であろう。
Ｘ県では障害種別の特別支援教育を実施しており，

摂食嚥下機能への支援を実施する際に，障害種によっ
て食教育環境の違いを視野に入れた支援が必要であ
る。さらに，障害の重複や重症化は，どの障害種に
おいても共通する課題である。このような状況で食
べる機能に障害のある児童生徒の指導に際して，医
師やその他の専門家による診断や助言に基づき，食
事形態（ペースト，刻み食，普通食等）や摂食指導
の在り方を保護者と学校の関係者で協議する1）ことが
望まれている。そこで，本研究では，Ｘ県下の特別
支援学校小学部における摂食嚥下指導の実情を質問
紙を用いて調査し，その結果分析から医療福祉領域
と学校との連携に必要な医療福祉領域側の留意すべ
き点を明らかにする。

Ⅱ．研 究 方 法

１．対象，調査方法，調査用紙の配布と回収方法，調査

時期

Ｘ県立特別支援学校小学部（31校）に勤務する教職
員を対象とした。回答者は，教職員数や生徒数に関係
なく１校につき一律２人とした。学校長が任意の２人
を選出すること以外に選出の条件は設けなかった。調
査票は，校長会（2016年９月）で調査目的，倫理的配
慮，調査内容，回収等の手順を文書と口頭にて説明し
た。校長会にて，直接校長へ調査票２通を手渡した（31
校，各２人，計62人）。校長によって選出された教員は，
任意（無記名）に回答し，郵送にて回収した（無記名
自記式質問紙調査）。回答時期は，2016年９～11月で
ある。

２．調査項目（表１）

調査領域は基礎情報・食指導の実情・回答者の実情
の３領域とした。
ⅰ．基礎情報（５問）

基礎情報は，回答者と学校に分けた。回答者の情報
は，職務内容・食指導経験年数・知識量の３問とし，
学校の情報は生徒の障害種・全生徒に対して食に配慮
の必要な生徒の割合の２問で構成した。障害種は，知
的障害，発達障害，肢体不自由，聴覚障害，視覚障害，
重症心身障害に番号を当て，該当生徒数の多い３つま
でを記入することを指示した。重複する場合は，番号
の組み合わせで回答することを指示した。

ⅱ．食指導の実情（15問）

食指導方針（３問），食指導環境（９問），回答者
の教育環境（３問）の計15問である。食指導方針は，
生徒との会話，食べる速度，食べる量について尋ねた。
食指導環境は，給食の有無，教職員のかかわり，介
助担当期間，担当する生徒の人数，個別指導の有無，
外部専門家からの助言を受ける機会，再調理の状況，
物品の選定法，弁当や物品の持ち込みについて尋ね
た。外部専門家は，小児科医，栄養士，歯科医，歯
科衛生士，理学療法士，作業療法士，言語聴覚士と
した。物品は，食具，椅子，机，姿勢保持用のクッショ
ン，食形態加工用の増粘剤やミキサーとした。外部
専門家と物品に関する質問は，外部専門家ごと，物
品ごとに尋ねた。物品の選定方法は，物品ごとに養
育者の意向，担当者個人の判断，職員間で相談，外
部専門家の意見を聞いて，その他からの複数選択と
した。教育環境は，過去２年間で摂食嚥下機能に関
する学習会・講習会開催実績と予定，個人研修への
公費負担を尋ねた。回答方法は，選択肢からの択一
選択または複数選択とした。

表１　調査項目
領域 項目 問

基礎情報

回答者の
基礎情報

回答者の職務内容
回答者の食指導経験年数
回答者の知識量

学校の
基礎情報

生徒の障害種
食支援に必要な生徒の割合

食指導の実情

食指導方針
生徒との会話
食べる速度
食べる量

食指導環境

給食の有無
教職員のかかわり
介助担当期間
介助する生徒の人数
個別指導
外部専門家１）から助言を受ける
機会
物品２）の選定法
弁当や物品の持ち込み
再調理

教育環境
学習講習会の開催実績
学習講習会の開催予定
個人研修への公費負担

回答者の実情

教職員間で摂食嚥下機能の話題
保護者からの相談
食指導での困り感
誤嚥の心配

自由記述３） 共通して気にかかること
興味関心

１） 小児科医，栄養士，歯科医，歯科衛生士，理学療法士，作
業療法士，言語聴覚士

２）食具，椅子，机，姿勢保持用のクッション，増粘剤，ミキサー
３）各項目３つまで
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ⅲ．回答者の実情（６問）

教員間で摂食嚥下機能の話題にする程度，保護者か
らの相談，食指導での困り感，誤嚥の心配の有無の４
問と自由記述の２問，計６問である。自由記述は，食
に関して多くの生徒に共通する気にかかること，回答
者が食において興味関心のあることを３つまで挙げて
もらった。

３．分析方法

基礎情報と食指導の実情は，回答ごとに単純集計し，
全体に占める割合を算出した。回答者数に偏りがあり，
人数を調整して分析した。回答者の実情は，回答者を
職務内容（管理職・学年主任・学級担任・栄養食育担
当）で比較した。経験年数は，未経験／対象児なし・
５年未満・５年以上～10年未満を合わせて10年未満と
し，10年以上の経験と比較した。知識量は，十分理解
している・ほぼ理解しているを合わせた知識十分群と，
あまり理解していない・全く理解していない・その他
を合わせた知識不十分群を比較した。各質問の回答（は
い・いいえ）について Fisher の直接確率検定にて分
析した。

４．倫理的配慮

本調査研究は名古屋芸術大学の倫理委員会の規程に
基づき，研究倫理の承認を受けた（名芸大東第289号）。

Ⅲ．調査結果と分析資料

質問紙配布62部，回収52部（回収率84％）。結果は
人数と割合で示す。各校２人に回答を求めたことから
重複を避ける目的で，基礎情報のうち障害種と食支援
の必要な生徒の割合と食指導の実情の各項目は，管理
職の回答を資料とした（表２）。回答者の実情領域は，
回答者52人のうち，分析に必要な質問への回答をその
他や未記入であった６人を除く48人（管理職17人，学
年主任11人，学級担任13人，栄養食育担当７人）を対
象とした。以後，管理職18人の回答には学校数と（　）
内に割合を示す。回答者の実情領域の結果は，回答者
の人数と（　）内に割合を示す。

１．基礎情報（表３）

職務内容は，管理職18人，学年主任（以下，主任）
11人，学級担任（以下，担任）16人，栄養食育担当７
人，保健・健康管理担当０人であった。摂食嚥下指導

の経験年数は，10年以上27人（52％），５年以上10年
未満６人（12％），５年未満８人（15％），未経験／対
象児なし11人（21％）であった。摂食嚥下機能の知識
に対する自己評価（知識量）は，十分理解している１
人（２％），ほぼ理解している23人（44％），あまり理
解していない25人（48％），全く理解していない１人

（２％），その他２人（４％）であった。
障害種で多い順は，知的障害のみ５校（29％），重

症心身障害４校（24％），発達障害と知的障害の重複
障害３校（18％）であった。摂食嚥下機能に特別な配
慮をする生徒の割合は，支援を実施していない１校を
除く17校で，全生徒の１～25％が12校（67％），次い
で50～75％が４校の順であった。

表２　調査領域別資料数
領域 項目／問 回答者数

基礎情報
障害種

管理職
18人

食支援の必要な生徒の割合
（対全生徒）

食指導の実情 食指導方針・食指導環境・教育
環境の全質問

回答者の実情 回答者の実情の全質問 回答者
48人自由記述

基礎情報
職務内容 回答者

52人知識量
経験年数

表３　基礎情報の結果
人数 （割合）

回
答
者
52
人

職務内容

管理職（主事含） 18 （ 35 ％）
主任 11 （ 21 ％）
担任 16 （ 31 ％）
栄養食育担当 7 （ 13 ％）

経験年数

10年以上 27 （ 52 ％）
５年以上10年未満 6 （ 12 ％）
５年未満 8 （ 15 ％）
未経験／対象児なし 11 （ 21 ％）

知識量

十分理解している 1 （ 2 ％）
ほぼ理解している 23 （ 44 ％）
あまり理解していない 25 （ 48 ％）
全く理解していない 1 （ 2 ％）
その他 2 （ 4 ％）

回
答
者
管
理
職
18
人

障害種

知的障害 5 （ 29 ％）
重症心身障害 4 （ 24 ％）
発達障害＋知的障害 3 （ 18 ％）
発達障害 1 （ 6 ％）
聴覚障害 2 （ 12 ％）
聴覚障害＋発達障害 1 （ 6 ％）
知的障害＋肢体不自由 1 （ 6 ％）
視覚障害 1 （ 6 ％）

食支援の
必要な生
徒の割合
（対全
生徒）

いない 1 （ 6 ％）
～25％位 12 （ 67 ％）
～50％位 2 （ 11 ％）
～75％位 2 （ 11 ％）
ほぼ全員 0 （ 0 ％）
その他 1 （ 6 ％）
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表４　食事時間内の「おしゃべり」，「会話」
（単位：校）

この質問に
該当しない

話題を振る・
積極的に

話しかける

会話が弾む
ように質問
や共感する

会話には入
らないよう
にしている

静かに食事
に集中する
ように促す

職員の裁量
に任されて

いる
その他

2 3 4 4 5
11.1% 16.7% 22.2% 22.2% 27.8%

表５　食べる速度
（単位：校）

この質問に
該当しない ゆっくり 早く食べる その日の予定や

流れで対応
子どものペース
に合った速度で 職員の裁量 その他

1 1 2 10 4
5.6% 5.6% 11.1% 55.6% 22.2%

表６　食べる量
（単位：校）

この質問に
該当しない たくさん 残さず 食べられる

だけ食べる
あらかじめ

量を調節する
希望に応じて

量を調節 職員の裁量 その他

1 3 14
5.6% 16.7% 77.8%

表７　教員のかかわり
（単位：校）

この質問に
該当しない

介助し，
一緒に食べない

一緒に食べるが，
介助しない

介助し，
一緒に食べる

食べる様子を
見ている その他

2 15 1
11.1% 83.3% 5.6%

表８　介助担当期間
（単位：校）

該当しない １年間同じ
生徒担当

ひと月から半年
くらいの間隔で 曜日によって その日の職員で

話し合って 特に決めていない
その他（クラス・
学年の裁量に
任されている）

3 4 4 1 2 4
16.7% 22.2% 22.2% 5.6% 22.2% 22.2%

表９　介助する人数と障害
（単位：校）

１対１ １対３ 障害に応じて その他 該当しない
1

5.6%
2

11.1%
10

55.6%
2

11.1%
3

16.7%
重症心身障害 聴覚障害 知的障害（３） 知的障害 発達障害

発達障害＋知的障害 重症心身障害（３） 視覚障害 聴覚障害＋発達障害
発達障害＋知的障害（２） 知的障害

聴覚障害（１）
発達障害＋肢体不自由（１）
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２．食指導の実情

食指導方針：給食時間内で生徒に対して積極的に話
しかける３校（16.7％），会話が弾むように質問や共
感する４校（22.2％），教員の裁量に任されている４
校（22.2％）であった（表４）。その他を選択した５校

（27.8％）の理由は，会話ができる生徒がいない，であっ
た。食べる速度は，生徒個人のペースに合わせる10校

（55.6%）（表５），食べる量は，あらかじめ教員が量を
調整する14校（77.8％）（表６）であった。
食指導環境：すべての学校で給食を提供し，食介助

しながら教員も喫食する学校は15校（83.3％）であっ
た（表７）。介助担当の期間は，介助を実施していな
い３校（16.7％），介助者が１年間同じ生徒を受け持
つ４校，ひと月から半年間同じ生徒を受け持つ４校，
学年や学級ごとの裁量で決める４校，曜日によって
決める１校，その日に決める２校であった（表８）。
担当する生徒の人数は，障害に応じて決めるが10校

（55.6％）であった（表９）。
職員による個別指導４校（22.2％），外部専門家に

よる個別指導２校（11.1％）で実施していた。外部
専門家からの助言を受けているのは１～２校（平均
11.1％）であり，受ける機会がないのは15～16校（約
80％）であった（図１）。

食形態が分かれていない（共通）とした学校は８校，
物品（食具，姿勢の調整，椅子・机）についても共通
のものを使用する割合が高かった（図２）。食形態が
選択できる場合の選定方法は，家族と教員間で相談し
て決める５校，家族・教員で相談かつ外部専門家で相
談して決める２校，職員で相談して決める２校，家族
が決める１校であった。物品については，物品ごとに
傾向が異なり，食具やコップ等は，個人所有の割合が
高かった。

配膳後の再調理（手元加工）は，13校（72.2％）で
実施していた。配膳後の増粘剤添加は４校（22.2％）
で可能，添加できない２校（11.1％），その他（事前に，
厨房で）が２校，該当する生徒はいないとの回答は10
校（55.6％）であった（図３）。

弁当や物品の持ち込みについては，弁当の持ち込み
は13校（72％），物品の中で，食具の持ち込みについ
てはその他を選択し，記述欄に「原則学校のもの，個
人所有も可能」や「学校のもので適応できない場合」
と併記されていたのが14校（77.8％）であった（図４）。
椅子・机の持ち込みは８校（44.4％），姿勢保持に用
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PT（理学療法士），OT（作業療法士），ST（言語聴覚士）

図１　個別指導・助言について

（数字は，学校数）
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図２　物品・食形態について（複数選択）
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図３　手元加工の実施について
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図４　持ち込みについて
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いるクッション等の持ち込みは４校（22.2％）であっ
た。増粘剤等の消耗品は３校（16.7％）が個人所有で
あり，４校（22.2％）は学校所有，その他１校（学校
と個人所有の両方），該当児がいない10校（55.6％）
であった。ミキサー等の加工機器は，該当児がいない
10校（55.6%），学校所有５校（27.8%），その他３校（重
心児は弁当で対応，ハサミで，配膳後はしない）であっ
た。
教育環境：研修実績は７校（38.9％），研修予定は
５校（27.8％）であった。公費による研修参加は９校

（50.0％）で可能であった（図５）。

３．回答者の実情（図６）

職員間で生徒の摂食状況についてよく話題に上るか
の質問で，はい34人（70.8％），いいえ11人（22.9％），
その他３人（よくとは言えない，ときどき）であった。
保護者からの相談を受ける41人（85.4％），困り感を
持っている32人（66.7％），誤嚥の心配をしたことが
ある36人（75.0％）であった。

保護者からの相談，食指導での困り感，誤嚥の心配
の結果を，①職務内容，②知識量；十分理解してい
るとほぼ理解しているを合算した知識十分群（＝24
人）とあまり理解していないと全く理解していないを
合算した知識不十分群（＝24人）間，③経験年数；10
年以上（＝26人）群と10年未満群（＝22人）間，で

Fisher の直接確率法にて検定を行った。以下に結果
を示す。
保護者からの相談：41人（85.4％）が保護者から相

談を受けていた。保護者から食事について相談を受け
ることは，経験年数・知識量・職務内容による差はな
かった。
困り感：32人（66.7％）は困り感を抱いていた。食

事に関する困り感は，経験年数・知識量・職務内容に
よる差はなかった。
誤嚥の心配：36人（75.0％）が誤嚥を心配していた。

誤嚥の心配は，経験年数・職務内容による差はなかっ
た。知識量では，知識不十分群と知識十分群間に５％
水準（p＝0.023）で有意差があった。
自由記述（図７，８）：生徒に共通して気にかかるこ

との回答総数123，興味を持っていることの回答総数
121が得られた。回答を摂食嚥下機能（丸呑み・早食
いを含む），偏食（味覚の偏り），姿勢，食具，マナー，
栄養，アレルギー，食形態，指導力，その他の10分類
とした。その結果，生徒に共通して気にかかることは，
123回答のうち摂食嚥下機能（誤嚥・丸呑み・早食い）
にまつわることが全体の52件（42.3％）であった。次
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図７　気にかかること（123回答）

図８　興味関心（121回答）
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図６　回答者の実情
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いで，偏食・味覚の偏りが19件（15.4％），姿勢に関
することが17件（13.8％）であった。教員自身の指導
力に分類する回答は，質問の性質上なかった。興味関
心事では，指導力に関すること（安心・安全な食べ方
指導，障害種別の指導法，偏食への指導，介助法）21
件（17.4％）に次いで，その他17件（14.0％）が多く，
その内容は，楽しい食事／子どもが食べられる食材や
味付けが増える／食材の産地／食育（２件）／喜んで
もらえる食事／食中毒／健康な食事／初めて見る料理
に触れること／外国の食文化／おいしい食事／献立内
容の充実／保護者の理解を得るためにすべきこと／脳
の働きに良い栄養素／外国の料理やマナー／共感／肥
満，であった。次いで，食形態16件（13.2％），偏食
15件（12.4％）の順であった。

Ⅳ．考　　　察

Ｘ県の特別支援学校小学部において，摂食嚥下機能
に何らかの配慮が必要な生徒は，８割以上の学校に在
籍しており，その割合は全生徒の０～25％とする学校
が12校であった。次の４点が食指導の実情として明ら
かになった。①食事量をあらかじめ教員の裁量で調整
し，生徒個人のペースに合わせて食べること，②生徒
の食指導に対して，外部専門家から助言を受ける機会
が少ない中で，食形態・物品・備品を教員間で，ある
いは家族と相談して選択すること，③共通の物品・備
品を使用する原則を保ちながら個別性が高く扱いやす
いものは，個人のものを持ち込む傾向にあること，④
食材のテキスチャを変化させる増粘剤やミキサー加工
を使用することは少なく，教員の手による加工を実施
していること，である。教員は知識・経験・職務内容
に関係なく保護者からの相談を受けていること，食指
導に対する困り感を持っていることや，担当する生徒
の食べるペースと量を把握し手元で加工している実情
を考えると，食指導にあたる教員の心理的・物理的な
負担は大きいと推測できる。教員は知識・経験・職務
内容に応じて質的に異なる困り感や不安を感じている
可能性がある。本調査項目の中で誤嚥の心配は，知識
を持つ群が知識が不十分だと判断した群に比べて有意
に高く感じていた。生徒の摂食嚥下機能の発達段階や
食べる様子から誤嚥のリスクを強く感じた可能性があ
る。知識・経験・職務内容ごとの困り感や不安の質的
な違いに関する質問項目はなく，今後この点について
も検討したい。

自由記述から，教員は生徒の摂食嚥下機能，姿勢，
偏食を気にかけており，安全・安心かつ個人／障害特
性に応じた指導法，食形態，偏食への関心が高いこと
が明らかになった。気にかかることと興味関心事の回
答数を比較すると，興味関心事の回答数が多い項目は，
栄養，アレルギー，食形態であった。これらは，給食
を提供する学校が個別的な配慮として対応する必要性
のある項目と考えられた。一方で，気にかかる項目よ
りも興味関心項目が少ないのは，マナー，食具，姿勢，
偏食であった。これらは生徒の個別的な課題と認識し，
学校ではなく，家庭での対応を期待する意識が現れて
いる可能性があった。

学校という場での集団生活は，共通性・共同性を通
じて，他者への配慮・仲間意識・自己調整能力といっ
た社会とつながるための活動で構成され，個別的な配
慮（直接支援）は必要に応じて，あるいは，与えられ
た環境内で可能な範囲で行うものという共通した意識
がある。必要に応じて個別的な配慮をできる範囲で行
うという意識は，本調査結果から食具などの扱いやす
く個別性の高い物品に比べて，姿勢に影響する椅子・
机・クッション等を持ち込む割合が低いことや，提供
された食形態そのままでは喫食できないと判断した結
果，手元で再調理している学校数（13校）が食形態の
分かれていない学校数（８校）を上回ること，さらに
給食時間内という制約の中で，個々の生徒の喫食可能
な量を判断し，取り分けて配膳していることからうか
がえる。以上のことから，現状として個別支援は，対
応可能な範囲で実施しているといえる。

一方で，医療福祉領域からは問題点が見える。例え
ば，食形態が分かれていないがゆえに，手元加工を実
施する学校が多くなっている可能性，手元加工や量の
調整によって必要栄養量の不足36，37），障害種による多
様な課題への対応12，38～41），姿勢等の問題意識を感じな
がらも姿勢に対する支援がしにくい環境，が挙げられ
る。

これらの問題点について医療福祉領域と学校や他職
種連携の実践報告を以下に述べて，連携へ向けた外部
専門家の留意すべき点について考察する。

栄養量不足の問題を認識した北九州市では，離乳食
初期（捕食機能獲得期）段階までは，栄養補給として
濃厚流動ゼリーを提供している42）。また，東京都では
食形態を４形態として，再調理や加工する必要性を最
小限にとどめている25）。手元調理を前提とし，そのた
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めに栄養量が減る可能性を加味した栄養価の高いもの
を食材とする必要性を指摘した報告がある23）。

障害種によって，例えば知的障害では肥満，自閉
症スペクトラム障害では感覚の偏りからくる偏食な
ど，対応が異なり，それによる栄養量の調整が必要
になる12，38～41）。食べられる量を取り分けることと必要
摂取量を確保することは，再調理等のガイドライン
がないこと24，43）を踏まえると，学校においても NST
による生徒の必要栄養量等の検討が必要である。

教員の関心事を重視し，医療福祉領域の専門家によ
るアセスメントを経て，具体的な手技を教員個人に伝
える連携した取り組みが機能した実践例がある。理学
療法士による重症心身障害児へ呼吸介助という具体
的な方法を指導し32），担任の不安を取り除くために作
業療法士が担任に指導を繰り返した結果，担任が対象
児の変化に気づくようになった27）といった教員に寄り
添った支援を実施している。また，言語聴覚士による
評価結果を元にした口の周りの筋刺激訓練法の指導に
より食べ方が改善した44），歯科衛生士や歯科医師が，
摂食嚥下機能評価とともに食形態を変えた結果，食事
量が増加し，丸呑み等の問題となる食行動の軽減につ
ながった45）という報告もある。

以上は，生徒個人に対する直接的な支援連携が機能
した実践報告である。生徒への直接的な支援ではなく，
知識提供の場を利用した連携では，講習会・学習会の
開催がある。外部専門家と教職員が摂食機能評価を共
有し，指導後にカンファレンスを行う実践31）や施設職
員対象の学習会であるが，「対象者に配慮する」とい
うテーマの集中講義後に介助を受けることの理解が深
まった結果，ゆっくりとかかわる，楽に食べる，職員
間で介助する方法を学び合うといった意識改革になっ
た46）実践がある。

いずれの連携も，外部専門家の問題意識ではなく，
教員の問題意識から出発し，外部専門家が教員ととも
にアセスメントし，その結果を共有している。教員と
ともに外部専門家が一人ひとりの生徒を直接アセスメ
ントし，その結果を共有することが重要であると思わ
れる。アセスメントには，姿勢と食具・椅子・机の関
係，食形態・摂食嚥下機能と粗大運動の発達水準の関
係，自食の意欲や認知能力・感覚に対する志向性も含
む包括的な視点が必要であろう。教員の問題意識を理
解し，その問題に対する包括的な視点で教員とともに
アセスメントし，結果を共有することが外部専門家に

は求められるであろう。
アセスメントを通した問題意識の共有は，継続的

な取り組みが必要である。特別支援学校を対象とし
た報告ではないが，低年齢では定期的なかかわり，
年齢が高くなるにつれて環境への支援のニーズが高
まることから時間の経過とともに支援する内容が変
化すること21，47），学校等の生活環境が変化することで
食行動に変化が生じやすく，摂食嚥下機能の発達支
援は発達経過を見守る視点が必要であること48）が指
摘されている。

これらの取り組みには，外部専門家が学校とかか
わりやすいシステムが必要であった。前述の作業療
法士は特別支援学校の常勤職27），言語聴覚士は外部
専門家を活用した指導法改善事業に参加している44）。
千木良49）は，歯科医師の立場から地域で発達期の問
題を支えるには，地域チーム医療実現を目指す核の
必要性を指摘している。

医療福祉領域の外部専門家は，まず，教員の問題意
識を優先し，その問題を共有すること，次に生徒個人
の発達経過を長期的に見ることに留意する必要があろ
う。このために，教員とともに包括的なアセスメント
を実施することが必要であると思われた。

Ⅴ．結　　　論

医療福祉領域の外部専門家との連携が取れていると
は言い難い結果であった。連携を進めるには，教員の
関心や学校の状況を理解し，生徒個人のアセスメント
を教員の問題意識に基づいて実施する姿勢が必要で
あった。

本調査研究は，学術研究助成基金による基盤研究（C）（課

題番号：16K04850）「障がいをもつ乳幼児の食べ方と発達

を理解した指導・評価プログラム開発」の助成を受けて

実施した。

利益相反に関する開示事項はありません。
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〔Summary〕
The purpose of this study was to create a plan for es-

tablishing collaborative relationships between medical/

public health workers and school teachers．For this 

objective，this study examined the meal-time conditions 

at special needs elementary schools based on self-report-

ed questionnaires that focused on five aspects：guiding 

policies，hardware and software programs，educational 

seminars for teachers，teachers’ interests regarding 

their students’ meal-time behaviors，and teachers’ 

concerns about lunchtime．According to the results，

56% of the schools prepared several types of easy-to-eat 

meals based on food texture，while 87% of the teachers 

either adjusted the amounts or rearranged the meals 

for individual students according to their eating skills．

The physical environment that that is used in a meal，

such as cutlery，chairs/tables，ready-made utilities 

were chosen first．Convenient for carrying utilities，

such as cups and cutlery tends to use private property．

Further，the results revealed that there were limited 

opportunities for consultations between the medical/

public health workers，the teachers，and the families 

regarding the students’ needs．As for the teachers’ in-

terests，they wanted to hone their skills and learn more 

about nutrition and food-borne allergies．Finally，the 
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teachers’ everyday concerns about meal-time behaviors 

included eating skills，good posture，and imbalanced 

diets．The implication of the findings is that to establish 

effective collaborative relationships between medical/

public health workers and school teachers，the former 

group must assess individual students’ needs according 

to their school environment as well as the teachers’ in-

terests and concerns．

The purpose of this study was to get the idea for 

making the collaborative relationships between medical/

public health workers and school teachers．To fulfill the 

purpose，this study aimed to describe the meal time con-

ditions for acquiring eating skills at elementary schools 

for special needs．The meal time conditions question-

naire contained 5 parts；guiding policies，hardware 

and software setting，education seminars for teachers，

interests of teachers at meal time behaviors of students，

every day concerns about lunch time．The response rate 

was 87%．

Results showed that：56% of schools prepared sev-

eral types of easy-to-eat meals according to the food 

texture．87% of school teacher adjusted amount and 

rearranged the meal for individual students’ according 

to students’eating skills before serving．The ready-

made utilities such as cutlery，chair/table were the first 

choice．Among daily use utilities，private cups and 

cutlery，which is ease in handling by teachers and fam-

ilies，tended to bring school．There were few chance of 

consultation by medical/public health staffs，therefore 

teachers discussed with families and colleagues to solve 

problems．Teachers’everyday concerns about meal 

time behaviors were eating skills，posture，and unbal-

anced diet．As for interests，teachers wanted to brush 

up their skills，know about nutrition and allergy，which 

might be the dealing issues in school system．

The results showed that the collaboration has been 

halfway through．In order to materialize collaboration 

between medical/public health stuffs and teachers，

medical/public health staffs need to assess individual stu-

dent with teachers according to school environment and 

teachers’ interests and concerns．
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